
①

②
③

④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫

⑬
⑭
⑮
⑯
⑰

⑲
⑳
㉑
㉒

□
□

Ⅰ

Ⅰ

Ⅲ

Ⅱ

（①＋（②－③））

⑱

（①＋②＋⑪）

（⑩＋⑫）

（⑭－⑮－⑯－⑰－⑱－⑲）

（④－⑤）

（⑦－⑧－⑨）

「 」を使用して計算します。

㉓

㉛
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㸦ὀ㸧 ≉౛のᴫ要ࢪ࣮࣌61ࡣ࡚࠸ࡘ࡟ཬࠖࢺ࣮ࢩࢡࢵ࢙ࢳࠕ、ࢆࢪ࣮࣌62ࡧཬࠕࡧῧ௜᭩類ࠖࢪ࣮࣌53ࡣ࡚࠸ࡘ࡟ཬࡧ
ࠋ࠸ࡉࡔࡃཧ↷し࡚ࢆ㸫㸯׈のࢪ࣮࣌58ࡧཬࢪ࣮࣌57࡜のׇ㸫㸯ࢪ࣮࣌54

࠙஦౛㸴ࠚఫᏯ取得等㈨㔠の㠀ㄢ⛯࡜ఫᏯ取得等㈨㔠の㉗୚ࡅཷࢆたሙྜの┦⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥの≉౛
ሙྜࡿࡍ㐺用ࢆ

ᬺᖺㄢ⛯࡟ಀࡿ

㉗୚財産࠸࡞ࡀ

ሙྜࡣ࡟記ධࡍ

ࡲࡾ࠶ࡣᚲ要ࡿ

ࠋࢇࡏ

⏦࿌᭩➨஧⾲の

न㸦50ࢪ࣮࣌ཧ

↷㸧ࡽ࠿㌿記し

ࠋࡍࡲ

⏦࿌᭩➨஧⾲の

र㸦50ࢪ࣮࣌ཧ

↷㸧ࡽ࠿㌿記し

ࠋࡍࡲ

3

3 6 3 0 1 0 1

名古屋北

会社員

ナコ゛ヤ イチロウ

×××

名古屋市北区○○丁目×番×号

名古屋  一郎

××× ××××××× ××××

4 2 18

32 0 0 0 0 0 0

32 0 0 0 0 0 0

0

××××××××△△△ △

㔠⌧ࡽ࠿∗、࡟ࡵたࡿࡍ取得ࢆ分のఫᏯ用のᐙᒇ㸦୰ྂఫᏯ㸧⮬、ࡣ⚾ࠉ ����� ୓෇の㉗୚ࡅཷࢆ、∗の㡸
㔠ཱྀᗙࡽ࠿⚾の㡸㔠ཱྀᗙ࡟ධ㔠ࡲࢀࡉしたࠋᐙᒇの種類ࢿ࢚┬、ࡣ等ఫᏯ㸦�� ཧ↷㸧࡛ࢪ࣮࣌ のᐙࡑ、ࡾ࠶
ᒇの取得࡟ಀࡿዎ⣙ࢆ௧࿴㸱ᖺ㸲᭶ �� ᪥࡟⥾⤖し、ྠᖺ୰࡟ᘬΏし࡚ࡅཷࢆᒃఫࢆጞࡇࠋࡍࡲ࠸࡚ࡵの
ᐙᒇの取得のᑐ౯の㢠ࡿࢀࡲྵ࡟ᾘ㈝⛯等の⛯⋡ࡣ��㸣࡛࡛ࢇࡏࡲࡾ࠶ࡣしたࡇࠋの㉗୚ࡅཷࢆた⌧㔠
ࡣ∗ࠋࡍࡲ㑅ᢥしࢆ⛯㐺用し、┦⥆᫬⢭⟬ㄢࢆఫᏯ取得等㈨㔠の㠀ㄢ⛯㸦ὀ㸧࡚࠸ࡘ࡟ �� ṓᮍ‶࡛ࡿ࠶たࡵ、
ఫᏯ取得等㈨㔠の㉗୚ࡅཷࢆたሙྜの┦⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥの≉౛の㐺用ࠋࡍࡲࡅཷࢆ
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32

33

32

33

□
□
□
□
□
□

32

33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
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(注)ྜࠕィᡤ得㔠㢠ࠖとは、ḟのձとղの合計額に、㏥⫋ᡤ得金額、山林ᡤ得金額を加⟬した金額です。

ͤ ⏦告ศ㞳ㄢ⛯のᡤ得ࡀある場合には、それらのᡤ得金額（㛗（▷）期譲Ώᡤ得については特別᥍除๓の

金額）の合計額を加⟬した金額です。

ձ 事業ᡤ得、୙動産ᡤ得、⤥与ᡤ得、⥲合ㄢ⛯の利Ꮚᡤ得・配当ᡤ得・▷期譲Ώᡤ得及び雑ᡤ得の合計

額（ᦆ益の通⟬ᚋの金額）

ղ ⥲合ㄢ⛯の㛗期譲Ώᡤ得と୍᫬ᡤ得の合計額（ᦆ益の通⟬ᚋの金額）の㸰ศの㸯の金額

ただし、⧞㉺᥍除（⣧ᦆኻ、雑ᦆኻ、居住用財産の㈙᥮え等の場合の譲Ώᦆኻ及び特定居住用財産の譲

Ώᦆኻの⧞㉺᥍除など）を受けている場合は、その適用๓の金額をいいます。

名古屋  吾郎

名古屋  一郎

名古屋市北区○○丁目×番×号
ナコ゛ヤ コ゛ロウ

1

0 3 0 6 0

3 3 0 0 0 0 0 0

3 3 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0

2 3 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0

○ ○ ○ ○ ○ × × × × ☆ ☆ ☆ ☆

○ ○ ○ ○ ○ × × × ×

名古屋市北区〇〇丁目×番

名古屋市北区〇〇丁目×番地（家屋番号□番□）

6

0 3 0 4 1 3

3 3 8 0 3 0 5

名古屋北4 2 18

☆ ☆ ☆ ☆

ఫᏯ取得等㈨㔠ࠕ

の㠀ㄢ⛯ࠖの㐺用

ࡣ࡟ሙྜࡿࡅཷࢆ

記ධしࢆ༳ࣞ࡟ڧ

ࠋࡍࡲ

記ධ₃ࡀࢀከ࠸⟠

ᡤ࡛ࡍの࡛ὀពし

ࠋ࠸ࡉࡔࡃ࡚

㠀ㄢ⛯㝈ᗘ㢠㸦ఫ

Ꮿ㈨㔠㠀ㄢ⛯㝈ᗘ

㢠、≉ูఫᏯ㈨㔠

㠀ㄢ⛯㝈ᗘ㢠㸧ࡣ

ཧ↷しࢆࢪ࣮࣌��

ࠋ࠸ࡉࡔࡃ࡚

⏦࿌᭩➨஧⾲の財

産の౯㢠㸦࣮࣌��

㌿記し࡟ཧ↷㸧ࢪ

ࠋࡍࡲ

種ู、ᡤᅾཬࡧᆅ

␒㸦ᐙᒇ␒ྕ㸧ཪ

記ࢆྕ␒୙ື産ࡣ

ධࡾࡼ࡟࡜ࡇࡿࡍ、

Ⓩ記஦㡯ド᫂᭩の

ῧ௜ࡇࡿࡍ␎┬ࢆ

��㸦ࡍࡲࡁ࡛ࡀ࡜

ῧ௜᭩ࠕのࢪ࣮࣌

類୍ぴׇ㸫㸯ࠖの

�・�・��1Rࠕࠖの

ձ㸦ὀ㸱㸧ཬࡧ��

ῧ௜᭩ࠕのࢪ࣮࣌

類୍ぴ࣮׈㸯 のࠖ

�・�・��1Rࠕ のࠖձ

㸦ὀ㸱㸧ཧ↷㸧ࠋ

名古屋市北区×丁目×番×号
□□銀行△△支店
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ۑ ᪂たに相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯の適用を受ける場合には、⏦告書➨୍⾲、➨୍⾲の஧（「住宅取得等資金の㠀ㄢ

⛯」の適用を受けるேのみ）及び➨஧⾲に加えて、「相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥᒆ出書」（ 参↷）のᥦ出ࢪ࣮࣌73

。ᚲせとなりますࡀ

ۑ ⏦࿌᭩➨஧⾲は、≉ᐃ㉗୚⪅㸦㸴ࢪ࣮࣌の㸱(ὀ2㸧ཧ↷㸧࡜ࡈに作ᡂします。

ఫᏯ取得等㈨㔠ࠕ

の㉗୚ࡅཷࢆたሙ

ྜの┦⥆᫬⢭⟬ㄢ

⛯㑅ᢥの≉౛ のࠖ㐺

用ࡿࡅཷࢆሙྜ࡟

記ධࢆ༳ࣞ࡟□、ࡣ

しࠋࡍࡲ

記ධ₃ࡀࢀከ࠸

⟠ᡤ࡛ࡍの࡛ὀ

ពし࡚ࠋ࠸ࡉࡔࡃ

⏦࿌᭩➨୍⾲のռ

㸦48ࢪ࣮࣌ཧ↷㸧

ࠋࡍࡲ㌿記し࡟

⏦࿌᭩➨୍⾲のջ

㸦48ࢪ࣮࣌ཧ↷㸧

ࠋࡍࡲ㌿記し࡟

⏦࿌᭩➨୍⾲の

஧の७㸦49ࢪ࣮࣌

ཧ↷㸧ࡽ࠿㌿記し

ࠋࡍࡲ

名古屋 一郎

名古屋  吾郎

現金・
預貯金等

現金・
預貯金等

申告書第一表の二のとおり

3

ナコ゛ヤ コ゛ロウ

0 3

2 3 0 0 0 0 0 0

2 3 0 0 0 0 0 0

2 5 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0

0

2 3 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0 6 0 6普通預金
（住宅取得等資金）
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相 続 時 精 算 課 税 選 択 届 出 書

  

   令和  年  月  日

        税務署長 

受

贈

者

住  所

又は

居  所

〒     電話(    -    -    )

フリガナ

氏 名

（生年月日）
                 
（大・昭・平     年   月   日） 

特定贈与者との続柄 

私は、下記の特定贈与者から令和 年中に贈与を受けた財産については、相続税法第21条の９

第１項の規定の適用を受けることとしましたので、下記の書類を添えて届け出ます。

記 

１ 特定贈与者に関する事項 

住  所
又は居所

フリガナ

氏  名

生年月日 明・大・昭・平     年   月   日 

２ 年の途中で特定贈与者の推定相続人又は孫となった場合 

推定相続人又は孫となった理由

推定相続人又は孫となった年月日 令和   年   月   日 

（注）孫が年の途中で特定贈与者の推定相続人となった場合で、推定相続人となった時前の特定贈与者からの贈与について

相続時精算課税の適用を受けるときには、記入は要しません。

３ 添付書類 

次の書類が必要となります。 

なお、贈与を受けた日以後に作成されたものを提出してください。 

（書類の添付がなされているか確認の上、□に✓印を記入してください。） 

□ 受贈者や特定贈与者の戸籍の謄本又は抄本その他の書類で、次の内容を証する書類 

（１） 受贈者の氏名、生年月日 

（２） 受贈者が特定贈与者の直系卑属である推定相続人又は孫であること 

(※)１ 租税特別措置法第 70 条の６の８((個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予及び免除))の適用を受ける

特例事業受贈者が同法第 70 条の２の７（（相続時精算課税適用者の特例））の適用を受ける場合には、「⑴の内容

を証する書類」及び「その特例事業受贈者が特定贈与者からの贈与により租税特別措置法第 70 条の６の８第１

項に規定する特例受贈事業用資産の取得をしたことを証する書類」となります。 

２ 租税特別措置法第 70 条の７の５((非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例））の適用を受け

る特例経営承継受贈者が同法第 70 条の２の８（（相続時精算課税適用者の特例））の適用を受ける場合には、「⑴

の内容を証する書類」及び「その特例経営承継受贈者が特定贈与者からの贈与により租税特別措置法第 70 条の

７の５第１項に規定する特例対象受贈非上場株式等の取得をしたことを証する書類」となります。 

（注）この届出書の提出により、特定贈与者からの贈与については、特定贈与者に相続が開始するまで 

相続時精算課税の適用が継続されるとともに、その贈与を受ける財産の価額は、相続税の課税価格に 

加算されます（この届出書による相続時精算課税の選択は撤回することができません｡)。

作成税理士 電話番号

※ 税務署整理欄 届 出 番 号 － 名 簿 確認

※欄には記入しないでください。                        （資５－４２－Ａ４統一）（令3.3） 

○
「
相
続
時
精
算
課
税
選
択
届
出
書
」
は
、
必
要
な
添
付
書
類
と
と
も
に
申
告
書
第
一
表
及
び
第
二
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

（

令

和

２

年

分

以

降

用

）

○
「
相
続
時
精
算
課
税
選
択
届
出
書
」
は
、
必
要
な
添
付
書
類
と
と
も
に
申
告
書
第
一
表
及
び
第
二
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
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ۑ ᪂たに相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯の適用を受ける場合には、⏦告書➨୍⾲、➨୍⾲の஧（「住宅取得等資金の㠀ㄢ

⛯」の適用を受けるேのみ）及び➨஧⾲に加えて、「相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥᒆ出書」（ 参↷）のᥦ出ࢪ࣮࣌73

。ᚲせとなりますࡀ

ۑ ⏦࿌᭩➨஧⾲は、≉ᐃ㉗୚⪅㸦㸴ࢪ࣮࣌の㸱(ὀ2㸧ཧ↷㸧࡜ࡈに作ᡂします。

ఫᏯ取得等㈨㔠ࠕ

の㉗୚ࡅཷࢆたሙ

ྜの┦⥆᫬⢭⟬ㄢ

⛯㑅ᢥの≉౛ のࠖ㐺

用ࡿࡅཷࢆሙྜ࡟

記ධࢆ༳ࣞ࡟□、ࡣ

しࠋࡍࡲ

記ධ₃ࡀࢀከ࠸

⟠ᡤ࡛ࡍの࡛ὀ

ពし࡚ࠋ࠸ࡉࡔࡃ

⏦࿌᭩➨୍⾲のռ

㸦48ࢪ࣮࣌ཧ↷㸧

ࠋࡍࡲ㌿記し࡟

⏦࿌᭩➨୍⾲のջ

㸦48ࢪ࣮࣌ཧ↷㸧

ࠋࡍࡲ㌿記し࡟

⏦࿌᭩➨୍⾲の

஧の७㸦49ࢪ࣮࣌

ཧ↷㸧ࡽ࠿㌿記し

ࠋࡍࡲ

名古屋 一郎

名古屋  吾郎

現金・
預貯金等

現金・
預貯金等

申告書第一表の二のとおり

3

ナコ゛ヤ コ゛ロウ

0 3

2 3 0 0 0 0 0 0

2 3 0 0 0 0 0 0

2 5 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0

0

2 3 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0 6 0 6普通預金
（住宅取得等資金）

4 2

3

18

63 1 1

38 53

長男

×××-×××× ××× ××× ××××

名古屋北

名古屋市北区○○丁目×番×号

名古屋市北区○○丁目×番×号

名 古 屋　一 郎
ナ   ゴ   ヤ　 イチ ロウ

名 古 屋　吾 郎
ナ   ゴ   ヤ　　 ゴ  ロウ

௧࿴䠏ᖺ୰䛻≉ᐃ

㉗୚⪅ （䠒䝨䞊䝆䛾

䠏（ὀ 㻞）ཧ↷）䛾Ꮮ

䛜≉ᐃ㉗୚⪅䛾᥎

ᐃ┦⥆人䛸䛺䛳䛯

ሙྜ䛷䚸 ᥎ᐃ┦⥆

人䛸䛺䛳䛯᫬๓䛾

≉ᐃ㉗୚⪅䛛䜙䛾

㉗୚䛻䛴䛔䛶┦⥆

᫬⢭⟬ㄢ⛯䛾㐺⏝

䜢ཷ䛡䜛䛸䛝䛻䛿䚸

グධ䛿せ䛧䜎䛫䜣䚹

✓

、࠿࡯の஦౛のࡽࢀࡇ
ሙྜࡿࡍ㐺用ࢆච㝖の≉౛㸦ᬺᖺㄢ⛯㸧ࡧの⣡⛯⊰ணཬ࡚࠸ࡘ࡟㎰ᆅ等ࠉ・
ࢆ⛯㐺用しᬺᖺㄢࢆච㝖の≉౛ࡧの㉗୚⛯の⣡⛯⊰ணཬ࡚࠸ࡘ࡟㠀ୖሙᰴᘧ等ࠉ・
ሙྜࡿࡍ㑅ᢥࠉ
ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍ᅜ⛯ᗇࢆ࡝࡞ࢺ࣮ࢩࢡࢵ࢙ࢳᥦฟ᭩類のࡸ࿌᭩のసᡂ౛⏦ࡿࡍ㛵࡟

࠙KWWSV���ZZZ�QWD�JR�MS࡟ࠚᥖ載し࡚ࠋࡍࡲ࠸
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